名古屋市親学推進協力企業制度実施要綱

（目的）

第１条　この要綱は、名古屋市教育委員会（以下「委員会」という。）が家庭教育支援施策として展開する「親学ノススメ」の趣旨に賛同する企業又は団体を名古屋市親学推進協力企業（以下「協力企業」という。）として登録し、相互に協力することにより、名古屋市における家庭教育の一層の推進を図ることを目的とする。

（登録の対象）

第２条　登録の対象は、原則として名古屋市内に所在する企業又は団体とする。また、企業又は団体の実情に応じ、本店、支店、工場、営業所等又は連合会、協会等を登録の対象とすることができる。ただし、名古屋市暴力団排除条例（平成24年名古屋市条例第19号）第2条第1号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）又は暴力団若しくは同条例第2条第2号に規定する暴力団員と密接な関係を有するものは、登録の対象としない。
２　前項のほか、委員会が特に認めるものを登録の対象とすることができる。

（登録申込み）

第３条　登録を希望する企業又は団体は、次項に掲げる取組項目の中から２以上を選び、名古屋市親学推進協力企業登録申込書（様式第１号）に記載し、委員会へ提出するものとする。

２　取組項目及びその具体例は、次のとおりとする。

	取組項目
	具体例

	１
	親学を学ぼう！
	・家庭教育に関する職場研修等の開催

・家庭教育に関する講座・講演会への参加支援　等

	２
	親子で体験しよう！
	・親子で体験活動ができる職場行事の開催

・親子のふれあいを促進する休暇制度の実施　等

	３
	学校へ行こう！
	・子どもの参観日又は保護者会等の学校行事への参加を促進する休暇制度の実施

・トワイライトスクールにおける「親学ふれあいサロン」への参加呼びかけ　等

	４
	家族一緒に食事をしよう！
	・週に１回以上残業しない日を設け、家族で一緒に食事をすることを支援

・子どもの誕生祝い品として食事券を贈呈し、家族で一緒に食事をすることを支援　等

	５
	子どもの記念日に本を贈ろう！
	・子どもの入学祝い品として本を贈呈

・子どもの誕生祝い品として図書カードを贈呈　等

	６
	地域の行事に親子で参加しよう！
	・地域の行事へ親子や家族で参加したり、ボランティアとして活動したりすることの働きかけ　等

	７
	子どもに仕事を見せよう！
	・子どもが職場を見学又は体験する機会を設定

・職場の様子を収録したビデオテープを作成し、子どもに贈呈　等

	８
	企業又は団体からの独自提案
	・その他従業員等の親学を支援する独自の事業


３　第１項の規定による申込を受けた委員会は、当該申込の内容が適正であると認めたときは、協力企業として登録し、あわせて名古屋市親学推進協力企業登録証（様式第２号。以下「登録証」という。）を発行するものとする。

（登録期間及び登録の更新）
第４条　登録期間は、登録の日から起算して２年を経過した日の属する年度の末日までとする。

２　前項に規定する登録期間が満了する際、登録された企業又は団体は、名古屋市親学推　

進協力企業更新届出書（様式3号）に登録の更新の有無について記載し、委員会に提出するものとする。

３　前項の規定により登録を更新する場合は、委員会は再度登録証を発行し、当該登録期間は第1項の登録期間が満了する日の翌日から起算して2年を経過した日の属する年度の末日までとする。

４　2回目以降の更新は、前2項の規定を準用する。
（変更・廃止の届出）

第５条　協力企業は、次の各号に掲げる場合には、速やかに名古屋市親学推進協力企業（変更・廃止）届出書（様式第４号）を提出するものとする。
（１）企業又は団体の名称を変更したとき。
（２）企業又は団体の所在地を変更したとき。

（３）親学に関する取り組み内容に変更があったとき。

（４）合併又は解散、事業の休止又は廃止等事業活動の存続に関する事項があったとき。

２　前項の規定により廃止の届出を行う場合は、登録証を委員会へ返納しなければならない。

　（協力企業の取組）

第６条　協力企業は、登録申込みの際に選んだ取組項目に誠実に取り組むものとする。

２　協力企業は、登録を受けた旨を所属する従業員等に周知し、家庭教育を支援するための職場環境づくりに取り組むものとする。

３　協力企業は、名古屋市親学推進協力企業取組状況報告書（様式第5号）により当該年
度の取組状況を翌年度の４月30日までに委員会へ報告するものとする。

（取組の支援）

第７条　委員会は、協力企業の求めにより、又は必要に応じて、次の各号に掲げる支援を行うことができる。

（１）協力企業の家庭教育に関する取組を名古屋市が所管するホームページ等に掲載すること。

（２）家庭教育に関する啓発資料を配布すること。

（３）協力企業が従業員のために開催する職場研修等に講師を派遣すること｡この場合､講師の派遣に要する費用は、委員会が負担する。また、講師は、委員会が協力企業と相談して選定する。

（４）協力企業が第３条第２項に掲げる取組を行うために生涯学習センターの集会室等　（体育室を除く。）を使用する場合、使用期日の属する月の６月前から使用申込をすることを認めること。この場合、委員会との共催事業とし、使用料の全額を免除すること。

（５）観光・文化施設の優待割引券を配布すること。

（登録の抹消）

第８条　委員会は、次の各号に掲げる場合は、協力企業の登録を抹消するものとする。
（１）協力企業が登録した取組みを履行していない場合、取組みが不十分である場合又は取組みを怠っていると認める場合

（２） 第2条第1項ただし書に該当することとなった場合又は第2条第１項ただし書に該当していることが判明した場合

（３）その他協力企業として適当でないと認める場合

２　登録の抹消を受けた場合、当該企業又は団体は、速やかに登録証を委員会へ返納するものとする。

（その他）

第９条　この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、生涯学習部長が別に定める。

附　則　

この要綱は、平成19年6月18日から施行する。
　　附　則
１　この要綱は、平成22年2月22日から施行する。
２　この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の名古屋市親学推進協力企業制度実施要綱の規定に基づいて作成されている用紙で残量のあるものについては、改正後の名古屋市親学推進協力企業制度実施要綱（以下「改正後要綱」という。）の規定にかかわらず、当分の間、改正後要綱の様式の要件を満たすように修正して使用することができる。
附　則

１ この要綱は、平成24年4月1日から施行する。
２ この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の名古屋市親学推進協力企業制度実施要綱の規定に基づいて作成されている用紙で残量のあるものについては、改正後の名古屋市親学推進協力企業制度実施要綱（以下「改正後要綱」という。）の規定にかかわらず、当分の間、改正後要綱の様式の要件を満たすように修正して使用することができる。

様式第１号（第３条関係）
名古屋市親学推進協力企業登録申込書
年　　月　　日
（宛先）名古屋市教育委員会
申請者　企業又は団体の名称
　　代表者役職名
EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps18 \o\ad(\s\up 11(（ふりがな）),氏名)　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　 生年月日
　　
	所　 在 　地
	〒

	業　　　　種
（事業内容）
	

	従業員数
	総数　　　　　人
	うち男性　　人
	うち女性　　　人

	連   絡   先
	担当者
所属・氏名
	

	
	電話番号
	

	
	ＦＡＸ番号
	

	
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	

	取 組 項 目
	取 組 内 容（具体的に）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※参考資料があれば、添付してください。
※名古屋市親学推進協力企業制度実施要綱第2条第1項ただし書に該当する場合は、登録しません。また、登録後に同規定に該当することが判明した場合は、登録を抹消します。
　上記の事項を確認する必要がある場合は、申込書に記載されている情報を愛知県警察本部長に提供し、照会することがあります。
様式第２号（第３条関係）

	名古屋市親学推進協力企業登録証

企業又は団体の名称
企業又は団体の所在地

登　　録　　期　　間

　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日から

　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日まで

貴方は　従業員等の家庭教育を支援するための職場環境づくりに取り組む

企業・団体であると認め　名古屋市親学推進協力企業として登録したことを
　　 

証します

　　　　　年　　　月　　　日

名古屋市教育委員会　　　　　印　　　


様式第３号（第４条関係）
名古屋市親学推進協力企業更新届出書

年　　月　　日

（宛先）名古屋市教育委員会

届出者　企業又は団体の名称

　　代表者役職名
EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps18 \o\ad(\s\up 11(（ふりがな）),氏名)　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　 生年月日
	　　(いずれかに○をつけてください。)
名古屋市親学推進協力企業の登録を　　　(　更新する　)　　　(　更新しない　)

	更新しない理由
	

	以下は変更がある場合のみ記入してください。

	従業員数
	総数　　　　　人
	うち男性　　人
	うち女性　　　人

	所　 在 　地
	〒

	業　　　　種
（事業内容）
	

	連   絡   先


	担当者
所属・氏名
	

	
	電話番号
	

	
	ＦＡＸ番号
	

	
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	

	取 組 項 目
	取 組 内 容

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


様式第４号（第５条関係）
名古屋市親学推進協力企業（変更・廃止）届出書
年　　月　　日
（宛先）名古屋市教育委員会
申請者　企業又は団体の名称
　　代表者役職名
EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps18 \o\ad(\s\up 11(（ふりがな）),氏名)　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　 生年月日
　　
	登録番号
	

	変更・廃止年月日
	　　　　　　年　　　月　　　日

	変更内容
	変　 更 　前
	変　 更 　後

	
	
	

	変更・廃止の理由
	


　※1　変更内容を確認できる資料を添付してください。
　※2　廃止する場合は登録証を返納してください。

様式第５号（第６条関係）
名古屋市親学推進協力企業取組状況報告書
年　　月　　日
（宛先）名古屋市教育委員会
申請者　企業又は団体の名称
　　代表者役職名
EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps18 \o\ad(\s\up 11(（ふりがな）),氏名)　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　     生年月日
　　
	年度取組状況

	取 組 項 目
	取 組 内 容（具体的に）
	取組時期

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


※参考資料があれば、添付してください。
※参考資料があれば、添付してください。








